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委 員 当 銘 勝 雄 君

委 員 渡久地 修 君

委 員 前 島 明 男 君
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欠 席 委 員

具 志 孝 助 君

説明のため出席した者の職・氏名

農 林 水 産 部 長 比 嘉 俊 昭 君

農 林 水 産 企 画 課 長 久 貝 富 一 君

ただいまから、経済労働委員会を開会いたします。○玉城ノブ子委員長

本委員会所管事務調査事項農林水産業についてに係るＴＰＰ交渉への参加に

ついてを議題といたします。

本日の説明員として農林水産部長の出席を求めております。

これより、ＴＰＰ交渉への参加について審査を行います。

ただいまの議題について、農林水産部長の説明を求めます。

比嘉俊昭農林水産部長

ＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）について、○比嘉俊昭農林水産部長

御説明いたします。

ＴＰＰは、原則として100％の品目で関税を撤廃することが前提の広域的な

経済連携協定で、ニュージーランド、シンガポール、チリ、ブルネイの４カ国

が参加し、平成18年に発効し、平成27年までに、段階的に関税が撤廃されてお

ります。

また、現在、米国やオーストラリアなど５カ国が交渉に参加しており、さら

にカナダ、コロンビアも交渉参加の意向が示されております。

ＴＰＰに関して、菅直人首相は、10月１日に行われた第176回国会の所信表

明演説においてＥＰＡ・ＦＴＡが重要。その一環として、環太平洋パートナー

シップ協定交渉等への参加を検討し、アジア太平洋自由貿易圏の構築を目指す

として、ＴＰＰへの参加を検討する旨を表明しております。

ＴＰＰは原則として100％の品目で関税を撤廃することが前提となっている
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ことから、国内の農産物に大きな影響が出ることが懸念されております。

農林水産省は、ＴＰＰ参加による国内農産物への影響を４兆1000億円、農業

の多面的機能の喪失による影響が３兆7000億円、食料自給率が現在の40％から

14％に低下すると試算しております。

本県においても、さとうきび、肉用牛、パイナップル、酪農で直接影響額が

約230億円、関連産業等への波及も含めると約780億円の影響が出るものと試算

しております。

県としましては、ＴＰＰについては国民の食料安全保障の確保と国内農業へ

の影響などの観点から慎重に対応するよう、去る10月27日に国や関係国会議員

に対し、関係機関と連携し、要請を行ったところであります。

、 、 、今後とも 関係機関と連携し 国に対して慎重な対応を求めていくとともに

国の対応を踏まえつつ、適切に対応してまいります。

なお、お手元に配付しております資料につきましては、久貝農林水産企画課

長から説明しますので、よろしくお願いします。

久貝富一農林水産企画課長○玉城ノブ子委員長

○久貝富一農林水産企画課長

お手元にお配りしてあります「ＷＴＯ、ＥＰＡ／ＦＴＡ、ＴＰＰについて」

という資料につきまして御説明いたします。

表の左側には国際貿易ルールの枠組みイメージということで、現在、取り組

まれている４つの国際協定について御説明をしております。

ＷＴＯ―世界貿易機関につきましては、1995年に153カ国が加盟いたしまし

て、農業分野も含めたすべての分野におきまして、加盟国間では同じ関税を適

用していこうという仕組みに向けたルールづくりを行っております。

これに対しましてＦＴＡ―自由貿易協定でございますけれども、ＷＴＯ加盟

、 、国間 主に２国間で関税撤廃を主な目的として締結される協定でございまして

これは多国間協定を補完する仕組みとして、現在加盟国がふえております。

ＦＴＡの一環としましてＥＰＡ―経済連携協定、これも原則２国間ですけれ

ども、これとＦＴＡとの違いにつきましては、ＦＴＡは原則として物の流通に

関する自由貿易化でございまして、ＥＰＡはこれに加えて人的交流、投資、サ

ービス等の自由化も加わっておりまして、ＦＴＡより間口の広い連携協定にな

っております。

ＦＴＡの一環としましてＴＰＰ―環太平洋経済連携協定がございますけれど

も、ＥＰＡが２国間協定であるのに対しましてＴＰＰは、先ほどの農林水産部
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長の説明にもありましたように多国間、現在は４カ国で発効しておりますけれ

ども、多国間で締結されるということに加えまして、ＴＰＰは原則として100

％すべての品目におきまして関税が撤廃されるということを最終目標としてお

ります。

それから表の右側に移りまして、ＴＰＰについてより詳細に説明しておりま

すが、先ほどの農林水産部長の説明と重複するところは省きまして、ＴＰＰに

つきましては11月13日から行われるＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協力）におけ

る、菅内閣総理大臣の所信表明に合わせて、ＴＰＰの交渉参加への表明も検討

されております。

農林水産部長及び農林水産企画課長の説明は終わりまし○玉城ノブ子委員長

た。

これより、ＴＰＰ交渉への参加について質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

渡久地修委員。

農林水産部長確認しますけれども、先ほど本県への影響は直○渡久地修委員

。 。接的に230億円と波及的に780億円ということでしたか もう一度お願いします

さとうきび、肉用牛、酪農、パイナップルという４○比嘉俊昭農林水産部長

品目で見ますと まず１つは生産額―直接的影響額は生産額になりますが約230、

億円、それから波及効果も含めますと780億円と試算をしている状況でござい

ます。

雇用への影響はどうなりますか。○渡久地修委員

県内就農者への影響試算でございますが、約１万○比嘉俊昭農林水産部長

4000人に影響が出るのではないかという試算をしております。

１万4000人が影響を受けるということは、１万4000人減ると○渡久地修委員

いうことですか。

はい。減るという試算でございます。○比嘉俊昭農林水産部長
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ＷＴＯ、ＦＴＡ／ＥＰＡとありますが、今回のＴＰＰという○渡久地修委員

ものですが、このＴＰＰというのは関税の完全撤廃の例外を認めないというこ

とだと思うんですが、それは当たっていますか。

ＴＰＰについては関税を原則すべてゼロにするとい○比嘉俊昭農林水産部長

うことで、その前にいろいろと細かい調整があるんですが、８割はまず完全撤

廃をして、２割は段階的に関税を減らしていくということを聞いています。

農林水産省の試算で、米、小麦、牛肉、豚肉そして砂糖は何○渡久地修委員

パーセント減、どれだけ減るか教えてください。

農林水産省は４兆1000億円と試算しているところで○比嘉俊昭農林水産部長

ございますが、米が１兆9700億円、豚肉が4600億円、牛肉が4500億円、それか

ら牛乳・乳製品が4500億円との状況でございます。

パーセントでわかりますか。○渡久地修委員

米が48％、豚肉が11％、牛乳・乳製品で11％、牛肉○比嘉俊昭農林水産部長

が11％などとなっております。

休憩いたします。○玉城ノブ子委員長

（ 、 、 、 、休憩中に 渡久地委員から農林水産省の試算では 米90％ 小麦99％

、 。）牛肉79％ 豚肉70％それぞれ減るとの結果ではないかと指摘された

再開いたします。○玉城ノブ子委員長

これは、４兆1000億円の内訳として48％が米で減る○比嘉俊昭農林水産部長

だろうということでございます。

では、今の休憩中に私が言った米、小麦、牛肉、豚肉それぞ○渡久地修委員

れ何パーセント減るかという農林水産省の試算を示してください。

米で言いますと、渡久地委員からお話がありました○比嘉俊昭農林水産部長
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とおり90％減るということです。それから小麦については99％減になります。

それから国産糖、これは砂糖ですけれども100％減ということでございます。

それからバター・脱脂粉乳などで100％減るという状況でございます。

砂糖はどれだけ減るのか。もう一度お願いします。○渡久地修委員

100％減るという試算でございます。○比嘉俊昭農林水産部長

今の農林水産省の試算にあったように、砂糖が農林水産省の○渡久地修委員

試算では国産甘味資源作物は引き取れなくなるということで、もうほとんど外

国産に置きかわるという。そうなると沖縄県内のさとうきびは全滅するのでは

ないですか、どうですか。

沖縄県の試算でも、ＴＰＰに参加した場合には100○比嘉俊昭農林水産部長

％減るという試算になっていまして、非常に厳しいという状況でございます。

先ほどの皆さんの直接経済効果230億円減、780億円減という○渡久地修委員

、 。のは 沖縄県内のさとうきびが全滅した場合ということで出しているんですか

ゼロになった場合という試算でございます。○比嘉俊昭農林水産部長

沖縄県内のさとうきびがゼロになるというのに、先ほどの皆○渡久地修委員

さんの答弁では、慎重な対応を求めるとか、国の対応を見守っていくとかとい

う沖縄県の対応でいいのですか。これが沖縄県のＴＰＰに対する対応でいいの

ですか、さとうきびがゼロになると言っているのに。こんな態度であなたはど

うやって県内農業を守るんですか。答えてください。

ＴＰＰについては、今は参加の検討ということにな○比嘉俊昭農林水産部長

、 、っていまして 農林水産省でもやはり厳しいという話も一方では聞こえますし

沖縄県としても各県とも連携して九州地方知事会も含め連携して、その対応に

ついてはしっかりやってもらいたいという要望を今検討中でございます。

沖縄県内のさとうきびが全滅するんですよ。全滅するのに九○渡久地修委員

州各県と連携してとかそういう問題ではないでしょう。沖縄県として、これを

命がけで阻止しないと沖縄県内のさとうきびは守れませんという段階ではない
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ですか。それに対して慎重な対応どうのこうのではないでしょう。明確に反対

して、絶対に認められないということでやらないと沖縄農業にとって壊滅的打

撃ですよ。壊滅的打撃どころではなくて先ほど言ったようにゼロでしょう。離

島はもっと大変ですよ。どうやって生活を守るんですか。それに対して慎重な

対応とか、こんなの到底許されないですよ。断固反対すべきではないですか、

どうですか。

ＴＰＰの参加については、沖縄県としては厳しい状○比嘉俊昭農林水産部長

況がございますので、対応については各県の状況を踏まえて、しっかり対応し

てもらいたいということを強く要望していきたいと思います。

。 、○渡久地修委員 私は今の態度では絶対だめだと思います これがやられると

全国で食料自給率は14％から12％まで落ち込むんですよ。そうすると沖縄県内

の食料自給率はどうなりますか。今、さとうきびを含めて40％でしょう。さと

うきびを除くと６％ですよね。さとうきびが全滅したら沖縄県内の食料自給率

はどうなりますか。

今の国内の食料自給率41％から、国の試算で14％ま○比嘉俊昭農林水産部長

で低下すると聞いておりまして。これは現在の沖縄県の試算ですが、40％から

５％程度に落ち込むのではないかという試算をしている状況です。

県内食料自給率が５％に落ち込む。もう本当にこんな大変な○渡久地修委員

ときに、こんな対応をしていたらだめだと思います。

日本は農業鎖国だとか何とか言われるけれども、私はこれは全然違うと思う

んです。そして現在、日本の農作物の平均関税率は何パーセントに落ち込んで

いるかわかりますか。

今、手元に品目はございませんけれども、それぞれ○比嘉俊昭農林水産部長

ＥＰＡを締結したところ等では、例えばバナナでしたら4.5％から10％、かん

きつ類でしたら12％が15％などとなっております。

砂糖については関税はございませんで、国内の糖価調整金の差額でもって、

今、砂糖についてはやっている状況でございます。

日本の平均関税率は12％まで落ち込んでいるんです。ちなみ○渡久地修委員

にＥＵ、アルゼンチン、メキシコの平均関税率とか、わかるのでしたら教えて
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ください。

今、手元に資料がございませんのでわかりません。○比嘉俊昭農林水産部長

日本の農作物の平均関税率は12％まで落ちているんです。そ○渡久地修委員

してＥＵは20％なんです。アルゼンチンが33％、ブラジルが35％、メキシコが

43％。そういう意味では多くの国は自国の農業を守るために、とりわけ重要品

、 。目については きちんと関税をかけて国境措置で守る対策をとっているんです

日本はそれをどんどん取っ払って12％まで、今でさえ落ち込んでいるのに、こ

のＴＰＰをやってしまったら、もうこれは壊滅的な打撃を受けるんです。

農林水産部長、全国農業協同組合中央会の会長あるいはＪＡ沖縄中央会の会

長は、このＴＰＰについてどういう態度だと思いますか。

まず全国農業協同組合中央会は、去る10月15日の全○比嘉俊昭農林水産部長

「 」国代表者集会の中で 例外を認めないＴＰＰを締結すれば日本農業は壊滅する

ということで、特別決議を採択したと聞いております。

とにかくこのＴＰＰは、まず関税撤廃の例外を認めないとい○渡久地修委員

。 、 。うことなんです そしてこれに入ったら もうとにかく関税が全部撤廃される

そうすると日本の農業がつぶれる。そして先ほど言ったことを再度確認します

が、これをやられたら沖縄県内のさとうきびは全滅するということですね、も

う一度確認します。

今の影響額の中で230億円ということで、直接影響○比嘉俊昭農林水産部長

額を出している状況ではございますけれども、これについては、さとうきびは

今ＴＰＰに参加を仮にした場合、いろいろ状況があると思いますが、仮にＴＰ

Ｐに参加して関税がゼロというようなことになれば、農業生産についてゼロの

試算を、今、算定している状況でございます。

沖縄県内のさとうきびが全滅する、それから牛肉も壊滅的な○渡久地修委員

打撃を受ける、そうするととにかく沖縄の農業、沖縄の離島・生活、全部つぶ

。 、 、れてしまう そういう状況に対して これでも沖縄県としてはまだ慎重な対応

国の動向を見守るという態度でいくんですか。先頭に立ってきっぱり反対すべ

きだと思いますが、最後に伺います。
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今の厳しい状況、ＴＰＰに参加した場合に、そうい○比嘉俊昭農林水産部長

う関税の撤廃ということでございますので、沖縄県としてはしっかり、今の案

件については、参加については検討してほしいということを強く要望していき

たいと思います。

沖縄県の農林水産部ですよね、農林水産部長。沖縄農業の存○渡久地修委員

続が叫ばれているときに、こういう態度ではだめですよ。きっぱり反対と国に

、 。向けて要請をやらないと沖縄の農業を守れないですよ もう一度お願いします

沖縄の農業を守るためには、ＴＰＰへの参加につい○比嘉俊昭農林水産部長

ては国でしっかり検討していただくとともに、沖縄県としても参加については

反対など慎重な対応を含めて、しっかり対応してほしいという旨を要望してい

きたいと思います。

私は、とにかく沖縄県内のさとうきびが全滅するということ○渡久地修委員

がわかったので、こういったものには絶対参加すべきではないということを、

沖縄県とりわけ農林水産部は先頭に立って直ちに行動を起こしてほしいという

ことを要望して終わります。

ほかに質疑はありませんか。○玉城ノブ子委員長

中川京貴委員。

農林水産部長、少し確認したいんですが、今の渡久地委員の○中川京貴委員

質疑に対して農林水産部長は慎重に対応していきたいと言う。私がどうしても

理解できないのは、仲井眞沖縄県知事は沖縄県議会よりも先に農林水産省に要

請書を出しているんでしょう、なぜそれを言わないんですか。知事はそれには

参加をしないようにということでもう意思表示をしているんですよ、こちらの

新聞記事に出ているとおりですよ。食料自給率の向上などの観点からＴＰＰに

は絶対に参加しないことの要望書を出しているんですよ、知事は。知事の姿勢

はもう出ているんです。それを農林水産部長が慎重に対応していくとなると、

知事の意見と県執行部の意見と違いますよ。県としてはこういう姿勢ですとい

うことを答弁すればいいんです。違いますか。

要請の中で、国に対しては参加について慎重な対応○比嘉俊昭農林水産部長

をということで申し上げる中で、これについては沖縄の農業にとっては、やは
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りさとうきびを初め厳しい状況にあるので、そのことについては国として対応

をしっかりやってほしいという状況の中で、反対も含めて要請をしたという状

況でございます。

県知事が参加しないようにと表明した要望書はありますか。○中川京貴委員

もしあったら見せていただきたいんですが。

去る10月27日のさとうきび関連の要請の中では慎重○比嘉俊昭農林水産部長

な対応をということで要望しております。

これを読み上げますと、まず１つは「ＷＴＯ農業交渉に対する適切な対応に

ついて」ということで 「ＷＴＯの農業交渉については多様な農業の共存等の、

我が国の立場を堅持すると共に、日豪ＥＰＡ交渉においては、砂糖などの重要

品目について関税撤廃の除外の対象にするなどの例外措置を確保すること 」。

それから「また、ＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）については、国民の食料安

全保障の確保と農業への影響などの観点から慎重に対応すること 」というこ。

とで要望は出しています。その中で、全国農業協同組合中央会でも反対という

ことがございましたし、慎重な対応の中には厳しい状況であるので、仕組みと

してはしっかり対応してほしいということを述べる中で、反対も含めて考えて

ほしいということで要望をしている状況でございます。

やはり、今、出ているのは反対も含めてではなくて、反対し○中川京貴委員

なければいけない、第１次産業を守るという姿勢が見えないと。今、我が国も

そうですが沖縄県も、今、農林水産部長がおっしゃるように230億円の直接的

な影響が出ると、間接的には780億円出るとわかっているんですよね、これを

想定しているんです。私はこういう問題は、今までの農家のために狂牛病とか

、 。口蹄疫の問題とか農家にとっては それ以上にひどい問題になると思いますよ

それが、国が決定してから要請とかどうのこうのではなくて、国がそういう姿

勢を示さない前に意思表示をすべきだと。そういうことで、きょう委員会を開

いてもらっています。国がそれへの参加を決定して、もう閣議決定して、意思

表示をして、決定してから市町村、ほかの自治体、県が騒いで直せますか。一

番影響があるのは沖縄県だと私は思います。先ほど質疑が出ましたけれども、

そういう意味では早目に沖縄県から、そういったことには参加しないように、

そういったことがないようにと意思表示すべきだということで委員会を開いて

もらいました。それを担当部長が絶対にこれはだめだと。間違いなく沖縄の農

家がつぶれますよとお互いの意思表示がなければ、このままの状況でいいんで
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すかという質疑です。農林水産部長いかがですか。

ＴＰＰについては、先ほど申し上げましたように、○比嘉俊昭農林水産部長

非常に厳しいという状況がございまして、去る10月27日のさとうきび要請の中

で、国あるいは関係国会議員に対して国民の食料安全保障の確保とか、あるい

は国内農業への影響などから慎重に対応するようにということで、県としては

いち早く要請を行ったということでございます。

これにつきましては、４兆1000億円というのは全国的な話もありますので、

これについては１県だけではなくて、九州地方知事会あるいは全国知事会も含

めて、全国的な話の中で要請をする必要があるのではないかということで、現

在、九州地方知事会とも要請に向けて検討している状況でございます。

農林水産部長にぜひわかっていただきたいのは、これまで10○中川京貴委員

年間で、第１次産業を守るために県が補助金を出していますよね。支援策、農

業、漁業、米もパイナップルも含めですね。10年間で幾ら出したんですか。こ

、 。 、の出した数字も全部 これが発効されたら農家はつぶれますよ 第１次産業は

農林水産部長もおわかりのように、費用対効果がなくても支援策をして、なん

とか第１次産業を守ろうということで米もさとうきびもやってきたはずなんで

す。それも全部できなくなるということですよね。県は今まで10年間で幾ら農

家のために投資したんですか。

今、全体的な数字は持ち合わせていませんけど、農○比嘉俊昭農林水産部長

業基盤整備関係で申し上げますと、復帰後から平成21年度までで１兆500億円

ということであります。

今、農林水産部長が言われた１兆500億円も投資して、農業○中川京貴委員

・農家支援をやってきた。しかしこれが実施されたら、農家は今一番苦しい状

況で、将来見通しがないんですが、これで子供たちや後継者を育てていけます

か。恐らくなくなるでしょう。なくなって国がそのときに、またその支援策を

やろうというときには、莫大な費用がかかると思います。ですから慎重な対応

というのではなくて、やはり毅然とした態度を、県知事と一緒に、沖縄県の農

家はこうですよと、離島県である我が沖縄県はこうですよという意思表示をし

っかりやるべきだ思っていますけど、最後の質疑であります。

委員御指摘のとおり沖縄農業にとって厳しい状況で○比嘉俊昭農林水産部長
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ございますので、これにつきましては県知事とも相談いたしまして対応をしっ

かり検討していきたいと思います。

ほかに質疑はありませんか。○玉城ノブ子委員長

当銘勝雄委員。

日豪ＥＰＡについては１年前に議論が沸騰しましたが、その○当銘勝雄委員

ときに沖縄の農林水産業は壊滅的打撃を受けると、直接的に230億円とか関連

産業含めると780億円とかはあのときの数字ですよ。それは明確に出ているこ

とでね。先ほど農林水産部長は、菅首相は10月１日の国会での所信表明演説で

参加を表明したと言っているんだが、これは政府としては前から言っているこ

となんですよ。日豪ＥＰＡも含めて加速度的に進めるという表現をちゃんと用

いているでしょう。ですから、これに対して要請したとあるのですが、特に本

県の知事が体を張ってでもやらないと沖縄の農業を守れないですよ。先ほどか

、 、 。ら沖縄の農業だけ 農林水産業だけを言っているんだが そうではないですよ

離島の地域社会、沖縄本島の地域社会の存続にまで全部に影響してくると私は

思います。それぐらいのものであるだけに、やはり慎重な対応とか言うのはど

うかと思います。これは民主党政権の中で慎重な意見があるので、それは向こ

うの立場ですよ。沖縄県知事は慎重な立場ではいけないですよ。基本的に沖縄

はこれでは大変ですという、そういう立場でやらないとね。よその道府県との

比較もあるかもしれませんが、沖縄県は沖縄県としての立場で、しかも影響が

大きいのは沖縄県だと思いますよ。ここをしっかりと踏まえてやっていただき

たいと思いますよ。これに対してもう一度、農林水産部長の見解を求めます。

ＴＰＰの参加については、先ほども申し上げました○比嘉俊昭農林水産部長

とおり、国民の食料安全保障の確保と国内農業への影響ということから、去る

10月27日に慎重な対応をということで要請をしたところでございますけれど

も、先ほどもございましたように、九州地方知事会などとも連携して影響がな

いように国に対してしっかり要請してまいります。

農林水産部長が、あるいは農林水産部の職員が、ここら辺を○当銘勝雄委員

きちんと理解しないといけないと思いますので、これは申し上げておきますけ

れども。要するに日本商工会議所とか経済同友会とか国内の経済３団体が、こ

れは進めるべきだと言っているわけですよね。あるいは民主党政権の中で前原

外務大臣は農林水産業のＧＤＰは1.5％、あとの98.5％は損失をこうむると、
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こういう言い方をしているんです。確かに数字上は、ＧＤＰにおいては1.5％

対98.5％かもしれないが、ところが農林水産業という、食料自給という問題を

ただ数字で比較するということ自体が私はナンセンスだと思うんです。ではす

べての食料を全部外国に求めますかというのが１つ、もう一つは農林水産業が

完全につぶれてしまった場合に、農林水産部長が先ほど言われた多面的機能、

この社会の森や川、国土、文化を守れますかという問題が出てくるんです。そ

こら辺を考えないで、大臣ともあろう人が、数字の比較論のみで言っているの

、 。 、は 私は非常にナンセンスだと思います そこら辺を農林水産部の皆さん方は

きちんと頭に入れて、徹底して県知事にもここら辺をわからしめるぐらいのこ

とで、県知事を先頭にしてさせないと。今、沖縄県知事選挙に突入するぐらい

の段階ですから忙しいかもしれませんが、忙しいと言っておれないですよ。沖

、 、 。縄県民の生活を守るのか ここが試されているときです 沖縄県の課題ですよ

ここら辺について農林水産部長はどう思いますか。

当銘委員からお話がありますように、いろんな意見○比嘉俊昭農林水産部長

がございまして、農林水産業にとっては厳しい状況がございますので、これに

つきましては、しっかり国に、参加については厳しい状況があるので、しっか

り対応を検討してほしいと。あるいは沖縄県としても慎重な対応を含めて、九

州地方知事会、これは沖縄県だけのことではなくて、全国で４兆1000億円とい

うのは大きな数字ですので、しっかりこれについて他道府県とも連携をしなが

らしっかり要請をしていきたいと思います。

おととい、きのう、きょうと各界のいろんな意見も聞いたり○当銘勝雄委員

しています。どういう反応を示すのか聞いたりしていますが、いずれにしても

先ほどの数字だけで、消費者が非常に損をこうむっているとか、こういう言い

方で国民をリードしていますよ。これは国政のあり方としてこれでいいのか、

あるいはこれは政治だけではなくて、外郭団体とかあるいは評論家を含めて、

。 、 、非常にナンセンスだと私は思っているのです ですから この人たちを含めて

皆さん方から農林水産業というのはそういうものではありませんというもの

を、きちんとどんどんアピールしていかないといけないと思います。

ほかに質疑はありませんか。○玉城ノブ子委員長

座喜味一幸委員。

私はこのＴＰＰの話を聞いてやばいと思ったんだけれど○座喜味一幸委員
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も、政府はＴＰＰを進める中で具体的に農業の存続、食料自給率、食料安全保

障というものをどうしようとしているのか。またそれを受けて沖縄県はどうい

う沖縄の農業のあり方、産業のあり方を考えているのか。何かありますか。

ＴＰＰについては参加の検討ということを表明して○比嘉俊昭農林水産部長

おりまして、原則として100％関税撤廃、その中で８割は完全撤廃、そのうち

２割については段階的に撤廃という状況しか情報はありません。具体的に参加

の表明としか我々は掌握していなくて、どういう形で影響があるのかというこ

とは承知しておりませんので、いずれにしても参加の影響というのはかなり厳

しいという状況でございますので、日本の農業を守れる形でしっかり対応して

ほしいという状況で、国にはお願いしたいと考えておりまして、そういう状況

でございます。

これまで足腰の強い農業をつくっていくと、大規模化とか○座喜味一幸委員

農業基盤整備の充実とか環境に配慮した整備とか、国としての取り組みがあっ

たわけですよ。結局、この中に競争論理が入ってくるわけです。そのときに今

まで国が進めようとしてきたあるべき農業の施策というものは、ほとんどリセ

ットされる形になると思いませんか。先ほど、今まで農業基盤整備で１兆円余

、 、 、り投資されてきた あるいは農業構造改善事業を含めて いろんなさとうきび

肉用牛等を中心にしながらも、亜熱帯気候を生かした農業をするということで

営々と進めてきた。そういう形においてこのＴＰＰなるものがきたときに、我

々が進めてきた農業基盤整備というもの、この目標として整備してきた農家の

育成、農業の育成というものが、ここで１回リセットされるのではないかと私

は厳しい見方をしているんですが、どうでしょうか。

農林水産省は４兆1000億円の影響が出ると試算をし○比嘉俊昭農林水産部長

ておりますので、その中では、ものによっては生産がゼロということもござい

ますので。そういう意味ではいろんな形で、仮に参加をして関税が撤廃された

場合には、農業そのものが厳しい状況になるのではないかと考えています。

私は経済論だけではなくて、ＴＰＰに係るものは、先ほど○座喜味一幸委員

も当銘委員からも出ていたんだけれども、地域の存続の可否にまで影響が及ぶ

と思っていまして、さとうきびをつくっている農家というのは過疎、離島を中

心にやっていますね。肉用牛、パイナップルも一緒です。沖縄県の農業そのも

のは割と条件の厳しい地域の中で成り立っていましてね。ＴＰＰなるものが導
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入されたときは、今でさえ若者の雇用や人口が減少しつつある、村落を維持し

にくい、高齢化が進んでいく中で、一気に人口減少というのは加速される。地

域、地域で存続されてきた歴史や伝統や、ある意味では国土というか地域を保

全することもできなくて、全くの無人島になるのではないかというぐらい私は

危機感を持っているんですが、こういう厳しい状況に対して行政は、これは政

治と行政が一体となって今回の問題に取り組まないといけないと思っています

が。もう少し沖縄県におけるＴＰＰの及ぼす影響、これから進められるＥＰＡ

等の流れに対して、私たち沖縄の農業、離島の存続というものはどうあるべき

かというものが、もう少しわかりやすくみんなにもＰＲされて、現状の認識と

いうものをしっかりしていかないといけないのではないかと思っています。そ

ういう面での努力というものをしていかないと、この話がとっぴに進められる

と、尖閣列島ではないけれど、我々の国土保全の機能、国境地域の島を守ると

いう意味も完全に崩壊するのではないかと、私は離島出身者として思っていま

すが。それに関してはしっかりとした取り組みをしていかないといけないと思

いますが、特に糖業、そして肉用牛、肝心かなめのところはみんな離島でやら

れているんですよ。今後もしＴＰＰが導入されたときに糖業はどういう形にす

るのか、作目の転換が可能なのかも含めて、地域の保全という代案がないと。

代案がなくして政策が進められるという国自体が私は不思議に思っているんで

す。地元からしっかりと意見を言っていかないといけないと思いますが。ＴＰ

Ｐ締結が速やかに進んだときに代案を出せますか。我々の離島、沖縄を守るよ

うな代案というのは出てくるんでしょうか。

先ほど座喜味委員がおっしゃったとおり、４品目―○比嘉俊昭農林水産部長

さとうきび、肉用牛、パイナップル、酪農で直接的に生産額で言うと230億円

になりまして、製糖工場とか船便とか肥料とか、いろんな意味で波及しますと

780億円となっておりますので、そういう意味では、ただ単にさとうきびの生

産ができなくなったということではなくて、広がりとしては大きい状況ですの

で、そういう意味では、沖縄県としては関係都道府県とも連携しながら、まず

は参加についてしっかりと考えて、しっかり対応してもらうということを、ま

ずは国に強く要望することが重要ではないかと思っております。

この件は重要な政治的課題なので、しっかりと粘り強く、○座喜味一幸委員

、 、 。声を大きくして わかりやすく 県民にも理解してもらいながらやっていくと

内地も７割の過疎地域、今でさえ内地も限界集落がふえていますが、ほとんど

壊滅だという思いがありましてね。日本の豊かな四季、国土、自然条件を生か
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した農業がベースになって、私は環境ビジネスも、いろんな勤勉さも出てきた

と思うんで、そういうあるべき国のありようそのものまで考えないのかという

ぐらい腹が立つんですよね。そういう意味ではぜひ声を大きくして取り組んで

いただきたいと思いますが、農林水産部長の決意を聞いて終わります。

農業を守るという立場から、国には実情をしっかり○比嘉俊昭農林水産部長

説明しながら、参加については慎重に検討することについて強く要望していき

たいと思います。

ほかに質疑はありませんか。○玉城ノブ子委員長

上里直司委員。

先ほどの座喜味委員の意見に非常に感銘を受けました。○上里直司委員

ＴＰＰ交渉の参加についての是非ということと、もう一つは、これに参加に

なった場合にどういう過程になるのかということは、２つに分けて考えなけれ

ばいけないと思いました。先ほど座喜味委員がおっしゃったように、参加をし

た場合にどういう県益を考えて、県の農業、とりわけさとうきびですよ。さと

うきび農家・農業に対する支援を国からどうやって引き出すかという考えを持

っておかないといけない思うんですよね。過去にもＥＰＡでずっとやっている

わけで、国の流れとしたらＥＰＡとか自由貿易協定に流れていくわけなんです

よ。その流れというのは多分食いとめられない。しかしその中で関税撤廃除外

品目として上げてもらっているということで保護の対象となっているわけです

から、ぜひその検討を急いでいただきたい。農林水産部長どうでしょうか。

まずはＴＰＰの参加について慎重に対応してもらう○比嘉俊昭農林水産部長

というのが基本だと思います。一方で上里委員のおっしゃるとおり、国の施策

でやられている中で、戸別所得補償方式というものが米でやらていますので、

これも一つの検討材料であるのかなと思いますけど、いずれにしても基本的に

は国全体で日本の農業はどうあるべきかという議論の中で、それぞれの各県で

それに対して国との連携もあるでしょう。いろんな形の進め方があると思いま

すので、そこはもう少し国とも調整しながら、どういうやり方がいいのか、そ

れも含めていろいろ国とも調整しながら検討していくことになろうかと思って

おります。

ＴＰＰ交渉に参加または参加しなくとも、今の沖縄のさとう○上里直司委員
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きび農家については、とりわけ含みつ糖農家というか、工場も含めて、この枠

とは別に大変厳しい状況が続くわけなんですよ。離島の農業と一くくりに言う

けれども、離島の農業でも小規模離島が、本当にこの品目しかつくれないとい

う中で、関税でも守られていないというありようがありますので、この辺は沖

縄県と鹿児島県と北海道と、とりわけさとうきびというのは沖縄県と鹿児島県

の２県ですから、特殊性というのは十分に訴えて、農家の育成、保護をぜひ頑

張っていただきたいと思います。

ほかに質疑はありませんか。○玉城ノブ子委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○玉城ノブ子委員長

よって、ＴＰＰ交渉への参加について質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

どうぞ御退席ください。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席）

再開いたします。○玉城ノブ子委員長

先ほど審査したＴＰＰ交渉への参加についてに係るＴＰＰ交渉への参加に関

する意見書を議員提出議案として提出するかどうかについて、休憩中に御協議

をお願いいたします。

休憩いたします。

（休憩中に、ＴＰＰ交渉への参加に関する意見書を議員提出議案として

、 。）提出するかどうかについて協議した結果 意見の一致を見なかった

再開いたします。○玉城ノブ子委員長

以上で、本日の日程は終了いたしました。

委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。



- 18 -
Ｈ22.11.02-01

経済労働委員会記録

沖縄県議会委員会条例第27条第１項の規定によりここに署名する。

委 員 長 玉 城 ノブ子


